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■投資情報サービスの現状

投資情報は、一般投資家がイン

ターネットなどで入手できる株式

情報のようなものから、投資の専

門家が利用する有料の情報サービ

スまで、さまざまな内容のものが

提供されている。

例えば、一般投資家でも、金融

機関のポータルサイトから、株式

や投資信託などに関する種々の情

報に無料でアクセスすることがで

きるし、証券会社のオンライント

レードサービスの会員になって、

機関投資家と同レベルの情報を得

られる場合もある。

一方、証券会社や資産運用会社

などの金融機関では、有料の投資

情報サービスを利用するととも

に、企業調査部門などが独自に投

資分析を行い、業界あるいは特定

企業の業績予想などの付加価値投

資情報を、企業調査レポート、産

業レポートとして、社内の情報活

用部門や顧客である機関投資家な

どに提供している（図１）。

外部の有料情報提供サービスの

多くは、相場情報や企業財務情報

などの公開されたデータを提供す

るだけでなく、投資分析や投資判
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新しい投資情報統合サービス
井上和久／大浦眞一郎

投資関連の情報は、インターネットの急速な普及によっ

て、量の面ではかなり充実してきている。しかし、金融機

関などのプロが利用しやすいように整理された情報を提供

するサービスは少ない。プロは、公表された情報はもちろ

ん、社内データを加味して付加価値を高めた情報、さらに

はポートフォリオやリスク許容度を加味して投資分析を行

っている。そのため、社外・社内情報のワンストップ入手

とデータの加工・分析、顧客情報との連動、ポートフォリ

オ管理システムと投資情報システムの融合などを支援する

「新しい投資情報統合サービス」が注目されている。

図1　投資情報提供サービスの概念 
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断の支援のために、公表されたデ

ータを図表化して提供するサービ

スも行っている。

また、独自の付加価値投資情報

は、金融機関にとって差別化のた

めの基本的なコンテンツとして認

識されている。しかし、情報発信

の方法としては、電子メールで通

知したり、社内イントラネットの

ホームページに掲載しているにす

ぎないのが現状である。

■情報利用局面での課題

証券会社のユーザーや資産運用

会社のポートフォリオマネジャー

（ファンドを任され、良いポート

フォリオを組み、パフォーマンス

を上げる人）からみると、投資判

断の支援のために欲しい情報を網

羅的に入手しようとした場合、か

なりの時間と労力を要してしまう

のが難点である。

例えば、ある銘柄に関して何ら

かの観点から整理した情報をすべ

て収集したいと考えた場合、社外

情報を情報提供ベンダーのサービ

スから、社内情報を社内システム

からというように、別々の手段で

入手しなければならない。

しかも、社外情報については複

数のサービスに加入して別々に入

手する場合もあるので、かなり煩

雑である。そのうえ、情報提供ベ

ンダーの情報は基本的には公表さ

れた内容の範囲を出ないので、そ

れだけでは差別化のための情報と

して使えない。

また社内情報にしても、利用し

やすいように整理されているもの

は少ないため、社内に散在する情

報の山のなかから、社内情報掲示

板システムや顧客管理情報システ

ムなどさまざまな経路で入手する

必要がある。加えて、業績予想や

レーティング（格付け）のような

データは、定義やカバー範囲など

を考慮する必要があり、整理の仕

方も単純ではない。

■投資情報提供サービスの
３つのレベル

金融機関における投資分析のた

めの情報の提供は、利用する情報

の種類によって３つのレベルに分

かれる（図２）。すなわち、｢公表

されたデータに基づいた情報提

供」から「社内データを加味して

付加価値を高めた情報提供｣、そ

して「ポートフォリオやリスク許

容度を加味したより専門的な情報

提供」へと高度化される。

これに伴って、情報サービスも

各レベルに合った情報とその利用

形態が求められるが、現在のとこ

ろ公表されたデータに基づくもの

にとどまっている。そのため、金

融機関内のプロフェッショナルが

もっと便利に活用できる投資情報

サービスの新しいあり方が求めら

れている。

■証券会社の支店で
求められるもの

（１）社外・社内情報の

ワンストップ入手

証券会社の支店では、顧客であ

る一般投資家の投資判断を支援す

投
資
情
報
提
供
業
務
の
差
別
化 

図2　投資情報提供サービスの高度化と差別化 
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るために、さまざまな投資情報を

提供している。しかし、市場に関

する基本的な情報は、今ではイン

ターネットや電子メールサービス

などを利用して、一般投資家自身

が容易に入手できるようになって

いる。このため、簡単な情報を提

供するだけでは、証券会社として

顧客の満足度を維持することは難

しい。

したがって、顧客が独自に入手

することが困難な、商品や銘柄に

関する社内の独自情報を加味して

付加価値を高めるなど、投資情報

を有機的に結合して提供すること

が重要となる。そのために、次世

代投資情報サービスでは、社内外

の数値情報と分析レポート、ニュ

ースなどの文書情報とを統合・整

理し、さらに市場、業種、銘柄な

どの切り口からワンストップで入

手できるようにする必要がある。

（２）顧客情報との連動

現在は別々のシステムとして稼

働している顧客情報（口座管理情

報など）システムと投資情報シス

テムとを、さらなるサービスの高

度化のために融合させる必要があ

る。これにより、顧客のポートフ

ォリオ情報から、顧客の保有銘柄

に関する各種投資情報を、一度の

ログインでシームレスかつ迅速に

参照できるようになる。

このような仕組みは、コールセ

ンターでの顧客支援ツールとして

も非常に有益である。

■機関投資家から
求められるもの

機関投資家（資産運用会社な

ど）のポートフォリオマネジャー

にとっては、自分のポートフォリ

オの組み替えをシミュレーション

する際に、保有銘柄に関する情報

をタイムリーに参照できるかどう

かは極めて重要である。したがっ

て、ポートフォリオ管理システム

と投資情報システムの融合が求め

られる。

■独自投資情報発信部門から
求められるもの

一方、証券会社や機関投資家の

企業調査部門など独自投資情報発

信部門は、戦略投資レポート、企

業調査レポート、産業レポートと

いった投資アイデアに関する独自

の情報を作成している。この情報

を、ユーザー（証券会社であれば

支店の営業担当者、資産運用会社

であればポートフォリオマネジャ

ーなど）に、タイムリーに、かつ

種々の情報チャネルに流通させ

て、統合的に参照してもらうこと

が必要となる。

■システム基盤に
求められるもの

投資情報サービスのシステムに

は、新しい分析手法を取り入れた

いとか、音声や画像などのコンテ

ンツを取り込みたいといった、新

しい機能やニーズへの対応がつね

に求められる。そのたびに他の情

報提供ベンダーと契約したり、シ

ステムを構築し直したりするとい

うことでは、差別化競争に後れを

とってしまう。

そのためシステム基盤には、上

述のサービスを実現する機能や堅

牢さを備えていることと同時に、

新しい分析ニーズの提供など、機

能の拡張に対応できる柔軟さが必

要となる。また、アクセスできる

データの種類も、第三者提供のデ

ータベース、あるいは顧客独自の

データベースの取り込みなどが可

能なように、柔軟に拡張できるこ

とが求められる。

■次世代の投資情報統合サー
ビス「ｅ－AURORA」

NRI野村総合研究所では、金融

機関における投資分析と、それ

に関する情報提供業務の高度化

を支援するソリューションとし

て、投資情報統合サービス「ｅ－

AURORA｣（商品名）の運用を開

始した。なお、システム構築は、
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品質保証の国際標準規格である

ISO9001に準拠している。

「ｅ－AURORA」は、図３に示す

ように、投資情報分析サービス

（SuperFocus）、自社情報管理・

蓄積・発信サービス（Dig i t a l

Library）、投資情報参照サービス

（Palette）という汎用サービス群

と、個々の金融機関のニーズや戦

略に合わせたカスタマイズサービ

スとで構成されており、これまで

の汎用サービスだけでは実現でき

ない「投資情報に関する最適なソ

リューション」の構築を可能にし

ている。

金融機関にとって、商品の差別

化とともに、プロフェッショナル

としての情報提供サービスの強化

が、緊急の課題となっている。そ

のためには、社内外の投資情報を

適切に提供できる仕組みが不可欠

である。

『ITソリューションフロンティア』

2002年３月号より転載

井上和久（いのうえかずひさ）

投資情報システム部上級コンサルタン

ト

大浦眞一郎（おおうらしんいちろう）

投資情報システム部副主任コンサルタ

ント

図3　投資情報統合サービス「e－AURORA」 
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